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トラスログ費用関数の推定

○各種の費用関数

Cobb-Douglas型　（Cobb and Douglas[1928]）
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　・代替の弾力性は　
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　なので、

　　　Cobb-Douglasでは、恒等的に
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となる。

　CES型  (Arrow, Chenery, Minhas and Solow[1961])
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という等式の両辺を、
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で偏微分すると、


　　 代替の弾力性となり、その値はσ(定数)であり、１以外も取りうる。このようになる生産関数を求めたのが、CES。よってσはYの水準に関らず一定。また、複数(3以上)財投入の場合の各財間のσも同一。


　 ・ρ→0(つまりσ→1)の時、Cobb-Douglas型に、ρ→∞(つまりσ→0)の時、Leontief型となる。

　Generalized Leontief型  (Diewert[1971])



費用関数　
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　・代替の弾力性についてprioriな制約を置かない、flexible functional formの関数。



　・実際の推定には、シェパードの補題から





[image: image10.wmf]ú

û

ù

ê

ë

é

×

=

=

¶

¶

å

=

n

i

j

i

ij

i

i

P

P

d

Y

X

P

C

1

2

/

1

)

(




　　あるいは、最適 投入-産出比率を用いた
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　　を用いる。

・Hicks-Allenの偏代替弾力性は　
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　（CiはCのpiによる偏微分）なので、GL型の場合、
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· (交差)価格弾力性は　
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　（Sjはj財のコストシェア）なので、GL型の場合、
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　Translog型　(Christensen, Jorgenson and Lau[1970])　(単一財生産のケース)
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　　　・
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たもの。（但し
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· Hicks-Allenの偏代替弾力性はtranslogの場合、
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、価格弾力性は　
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。　よって、
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や
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は一定ではなく、コストシェアの値と共に変化し、また分散共分散をもつ。

○Translogコスト関数の推定


(単一財生産のケース)
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・Yが所与の下、要素価格に関する一次同次性が成り立つとすると、
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　　　が成立する必要あり。

・推定は直接することも可能ではあるが、実際においては、シェパードの補題から
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　(adding-up条件)



また　
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　　　　　　が用いられる。

　　　　　・adding-up条件の展開（例：投入要素が4財(K,L,M,E)のケース）→シェア方程式
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　　　パラメータの数は24だが、対称性の条件より、実質的には18を推定すればよい。



　　　さらに、要素価格に関する一次同次性を展開すると、





[image: image31.wmf]0

0

0

0

0

1

=

+

+

+

=

+

+

+

=

+

+

+

=

+

+

+

=

+

+

+

=

+

+

+

MY

EY

LY

KY

MM

EM

LM

KM

EM

EE

LE

KE

LM

LE

KL

KL

KM

KE

KL

KK

M

E

L

K

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

a

a

a

a




　　　なので、さらにパラメータの数を6減らせるので、実質的に推定すべきは12。

(→自由度の確保)

　　（複数財生産のケース）
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　但し、Pi：I財の投入要素価格、Yk：k財の産出量、t：技術進歩

　　　シェパードの補題から、シェア方程式は以下のとおり
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　　　生産が効率的である(双対理論が適用できる)と仮定すると、シェア方程式は以下の場合に生産理論と整合的

1) 費用関数が投入要素価格に対して一次同次
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2) 費用関数の投入要素価格に関してのヘシアンが対称的(また2階微分可能)
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○トランスログ費用関数に対する各種の検定

(1)・生産構造(the structure of production)と技術進歩に関する仮定と、それらから要請されるパラメータ制約の関係一覧（下記以外→Table 10.1 ’’Breaking Up Bell’’））。

・分離可能性(separability)　(複数(2)財産出のケース)
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但し、
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　　　｛トランスログ費用関数の場合、
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を検定｝

· これが成立する場合、(複数財ある)産出を単数財に変換することが可能ということなので、単数財の費用関数を推定し規模の経済性を推定することにより、自然独占性が判定できる。

・非結合性(nonjointness)
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[image: image41.wmf]i
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　｛トランスログ費用関数の場合、
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　　　＊これが成立する場合、範囲の経済性も、範囲の非経済性も存在しない。

　・単調性(monotonicity)

生産要素Siのシェアが全て正を確認

・価格に関する準凹性(quasi-concavity)

　　　　　　　方法二通り1)この条件をつけないで推定し、データで事後にチェックする

2)パラメータのヘシアンが負値準定符号となるという条件をつけて推定する

・技術進歩のヒックス中立性

　　(2)モデルの(translog型への)特定化の感応性(sensitivity)の検定

a) 修正トランスログ費用関数(産出量(y)のみをBox-Cox変換)での検定

b) Box-Tidwell費用関数(右辺の変数(y,p)をBox-Cox変換)での検定

(参考)

・変数yのBox-Cox変換
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＊推定のため、誤差項分散の不均一性を均一化する変換方法


　　　η→0の時、対数変換と同値



(長所)対数変換より、より一般的

　　　　　(短所)変数の解釈、経済的意味付けが困難化される

・(通常の)トランスログ費用関数
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・修正(modified)トランスログ費用関数・・・1)の検定
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・Box-Tidwell費用関数・・・2)の検定
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生産理論との整合性を検定するために、通常のトランスログとあわせて、特殊ケースとしてトランスログを含むa)、b)について、

· 費用関数が投入要素価格に対して一次同次

· 費用関数の投入要素価格に関してのヘシアンが対称行列

　　　を検定し、整合性を見る必要がある。（実際の分析では行われていない？）



例）Box-Tidwell関数について一次同次の検定（(10.15)式 ’’Breaking Up Bell’’）

○トランスログ費用関数への批判

1)トランスログ費用関数とトランスログ生産関数のいずれによるかで異なった結果がでる。(Burges[1975])

2) トランスログによる特定化はバイアスのあるパラメーターを推定することになる。(Gallant[1981])

3) トランスログによる規模に関する収穫の推定には、上方バイアスがある。(Guilkey and Lovell[1980])

4) トランスログ費用関数はほんのわずかに修正するだけで、規模の弾力性の推定値が、大きく変化。(Fuss and Waverman[1981])

○シェア方程式(同時方程式)推定上の留意事項

· ①の各等式は同時方程式となっているので、誤差項の系列は相関をもつが、どのような(分散共分散行列をもつ)モデルとするかの検討が必要(後から検定)。それに伴って、推定方法も異なる。

· シェア方程式体系の推定は、異常な観測値にかなり影響されるため、事前に何らかの修正を施した上で、推定することが望ましい。(Regression Diagnostics法を用いて、最も影響力のある観測値を見つけることが可能)

· シェア方程式の右辺の価格変数は外生的に与えられると仮定されるが、分析の対象によって(産業単位で分析の場合など)は、内生的に決定される(確率変数)と考えるほうが良い場合があり、この時は、IZEFではなく、操作変数法を用いた推定や、完全情報最尤法を用いる必要がある(但し2段階最小２乗法は対称条件を課すことが出来ないので不適)。

· 規模の経済性の算出に必要なαyとγYYは、シェア方程式には出てこない(また、シェア方程式だけからでは算出できない)ため、費用関数自体も推定する必要あり。

○長期費用関数と短期費用関数の関係

　　Kを擬固定性生産要素とする

可変費用関数　　
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　 ②

短期総費用関数　
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（シャドー費用関数）　
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長期総費用関数　
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　　　　　　　　　　　　　　但し、
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　　となる。例えば、③を最小化するKをK*とすると、③におけるK*と実際のK(②で用いた)との乖離が最適資本からの乖離となる。(この延長で規模の経済性が算産出可能)

　　トランスログ費用関数による推定の場合、②として、lnVCを推定。
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